
社団法人　経済同友会

調査期間：2005年5月20日～6月8日
調査対象：2005年度(社)経済同友会幹事、経済政策委員会委員、その他委員会登録の経営

　   ﾄｯﾌﾟﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ(577名)および各地経済同友会代表幹事(84名） 計661名
集計回答数：256名（回答率＝38.7％）〔製造業105名、非製造業151名〕

〔(社)経済同友会会員198名、各地経済同友会代表幹事58名〕
＊本調査は年4回（3月、6月、9月、12月）実施

【調査結果の概要】

2005年6月21日

2005年6月（第73回）景気定点観測アンケート調査結果

Ⅰ．景気判断
(1)景気の現状は、「拡大」（『拡大している』＋『緩やかに拡大している』）（22％→47％）が増加（P2図表1）
(2)今後の見通しは、現状に比べて好転するという見方が多く、「拡大」（『拡大する』＋『緩やかに拡大す
る』）が67％、「後退」（『後退する』＋『緩やかに後退する』）は4％となった。（P3図表3）
    回復要因としては、「設備投資」（28％→44％）と「企業収益」（36％→49％）に加え、「個人消費」(14％
→28％)も増加。低迷要因は、「個人消費」（48％→16％）と「輸出」（14％→8％）をはじめ各項目とも総じて
減少。（P3図表4）

Ⅱ．企業業績、設備投資等
(1)売上高および経常利益の2005年4-6月期見込みは、売上は「増収」と「横這い」が同じ（43％）、利益は
「横這い」（43％）が最多。2005年7-9月期予想は、売上・利益とも「横這い」が最多（49％、46％）。
 　非製造業では、今期・来期とも「横這い」が「増収」「増益」を上回っている。（P5図表8 (1)(2)(3) ）
(2)2005年度の設備投資は、製造業、非製造業とも「増額」が最多となった。（55％、44％）。 (P6図表9)
(3)雇用の状況については、「過剰」(20％→16％)が減少し、「不足」（20％→21％）が微増。(P7図表11)

Ⅲ．トピックス
１．企業物価上昇と価格転嫁について（P8～9）
(1)仕入れ価格上昇の影響： 製造業では「既に経営へ影響が出ているが、今のところ影響はそれほど大
きくはない」(44％)が最多、「既に経営へ影響が出ており、影響も大きい」（26％）が続き、7割の企業で既
に影響が出ている。一方、非製造業では「仕入れ価格の上昇の影響はない」（32％）と「現状は問題が顕
在化していないが、懸念を持っている」（31％）がほぼ同じとなった。昨年9月調査時に比べ既に経営に影
響が出ている企業が増加している。
(2)価格転嫁の実施状況： 製造業、非製造業とも「価格転嫁は十分できていないが、他の企業努力もあわ
せ、仕入価格上昇は吸収できている」が最多（74％、65％）。
(3)価格転嫁の見通し： 製造業、非製造業とも「価格転嫁をしたいが、市場の競争激化等から価格転嫁が
できない」が最多（49％、54％）。
(4)仕入れ価格上昇で深刻な要素： 「原油などの原材料」が最多、「鉄鋼などの加工原材料」が続く。

２． 企業経営上の課題について（P10～12）
(1)注視する経営環境： 製造業では、「原材料の価格高騰」（56％）が最多で、「グローバルな競争の激化」
（53％）、「海外の景気動向」（51％）が続く。非製造業では、「企業の社会的責任意識の高まり」と「消費
者・ユーザーの嗜好の変化・多様化」が同じで最多（46％）、「構造改革、規制改革の進展」(42％）が続く。
(2)重要な経営課題： 製造業、非製造業とも「新技術・商品・サービスの開発」が最多（74％、58％）。製造
業では「海外事業の拡大」（45％）、「安全対策・品質管理」（44％）が続き、非製造業では「コンプライアン
ス、情報管理等内部管理体制の強化」（56％）が続く。
(3)企業価値向上策： 製造業、非製造業とも「環境問題・CSRへの対応」が最多（48％、44％）。製造業で
はそれと「一層のコスト削減」が同じで、「バランスシートのスリム化・最適化」（44％）が続く。非製造業で
はそれと「売上規模の一層の拡大」が同じで、「IR活動の充実」（41％）が続く。

３．日本２１世紀ビジョンについて（P13）
優先度・緊急性が高い項目としては、「官の効率化」が75％と最も高く、「人間力を高める教育を築く」
（64％）、「安心して子育てができる環境の整備」（57％）、「多様な働き方を可能とする労働市場の整備」
（52％)などが続く。
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Ⅰ．日本経済

１．景気の現状について
現在の我が国の景気動向をどのように判断されますか。

図表１
全体（回答数256人）(社)経済同友会（198人）各地代表幹事（58人）

（回答比％）

全体
調査時点 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

拡大している 9.6 7.7 0.3 0.4 0.8 1.0 0.0
緩やかに拡大している 83.3 80.7 49.3 21.3 45.7 47.5 39.7
横ばい状態が続いている 7.0 10.3 41.8 68.1 51.2 49.5 56.9
緩やかに後退している 0.0 1.0 7.2 10.3 2.3 2.0 3.4
後退している 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.3 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0

図表２

製造業 （回答数105人）
（回答比％）

2003/12 2004/3 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

拡大 76.1 91.8 91.2 89.7 42.6 21.7 45.7

横ばい状態 22.2 8.2 8.8 8.4 47.2 67.9 51.4

後退 1.7 0.0 0.0 0.9 9.3 10.4 2.9

非製造業 （回答数151人）
（回答比％）

2003/12 2004/3 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

拡大 65.5 82.5 94.0 87.7 53.8 21.6 47.0

横ばい状態 33.2 16.5 6.0 11.3 38.6 68.2 51.0

後退 0.9 0.5 0.0 1.0 6.0 10.2 2.0

（社）経済同友会 （回答数198人）
（回答比％）

2003/12 2004/3 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

拡大 70.0 86.6 93.5 90.0 50.4 22.1 48.5

横ばい状態 28.9 13.0 6.5 8.8 40.8 68.8 49.5

後退 0.7 0.0 0.0 0.8 7.0 9.2 2.0

各地経済同友会代表幹事 （回答数58人）
（回答比％）

2003/12 2004/3 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

拡大 65.5 82.1 90.6 81.9 46.9 20.3 39.7

横ばい状態 31.0 16.1 9.4 16.4 45.3 65.6 56.9

後退 3.4 1.8 0.0 1.6 7.8 14.1 3.4

※「拡大」は「拡大」、「緩やかに拡大」の合計。「後退」は「後退」、「緩やかに後退」の合計。

各地代表
幹事

（社）経済
同友会

景気の現状については、「拡大」（『拡大している』＋『緩やかに拡大している』）（22％→47％）
が前回調査より増加し、「横ばい」が減少、「後退」（『後退している』＋『緩やかに後退してい
る』）（10％→2％）も減少。
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２．2005年度（05年7月～06年3月）の景気見通しと主要な経済指標について

図表３
全体（回答数256人）(社)経済同友会（198人）各地代表幹事（58人）

(回答比：％)

全体

回　　　答 現状判断※ 04/12月時＊ 05/3月時＊ 今後の見通し

拡大する 0.8 0.7 0.0 0.4 0.5 0.0

緩やかに拡大する 45.7 39.7 41.5 66.4 70.2 53.4

横ばい状態が続く 51.2 45.5 48.6 28.5 25.3 39.7

緩やかに後退する 2.3 12.7 9.2 3.1 2.0 6.9

後退する 0.0 0.3 0.0 0.4 0.5 0.0

その他 0.0 1.0 0.7 1.2 1.5 0.0

※注）P2の今回調査の景気判断の数値です。

＊注）'04/12月時の回答は05年1月-6月、05/3月時の回答は05年4月-9月についての見通しです。

（２）そのように判断する根拠をお選び下さい（２つまで回答可）。

図表４
全体（回答数254人）(社)経済同友会（196人）各地代表幹事（58人）

  (回答比：％)

全体
調査時点 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

設備投資 回復 48.4 23.1 28.0 43.7 45.9 36.2

低迷 7.7 20.3 10.3 5.1 3.6 10.3

企業収益 回復 57.1 37.9 35.5 48.8 50.0 44.8

低迷 2.9 5.5 8.5 6.7 4.1 15.5

個人消費 回復 29.0 20.7 14.2 28.0 31.6 15.5

低迷 13.2 27.9 47.5 16.1 14.3 22.4

公共投資 増加 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0

減少 4.5 13.4 9.9 8.3 5.1 19.0

住宅投資 回復 1.9 0.3 0.4 1.6 1.5 1.7

低迷 0.0 0.7 3.2 1.6 1.0 3.4

輸出　　 回復 14.5 5.5 14.2 15.4 17.3 8.6

低迷 7.1 26.9 13.8 8.3 8.7 6.9

輸入　　 増加 0.0 0.3 1.4 0.8 0.5 1.7

その他　 6.1 6.9 5.0 5.9 5.1 8.6

各地代表
幹事

(社)経済
同友会

（１）2005年度（05年7月～06年3月）の景気についてどのようにお考えですか。

（社）経済
同友会

各地代表
幹事

今後の見通しについては、現状に比べて好転するという見方が多く、「拡大」（『拡大する』＋
『緩やかに拡大する』）が67％、「横ばい」が29％、「後退」（『後退する』＋『緩やかに後退す
る』）は4％となった。

回復要因では、「設備投資」（28％→44％）、「企業収益」（36％→49％）の２項目に加え、「個
人消費」(14％→28％)も増加した。低迷要因は「個人消費」（48％→16％）と「輸出」（14％→
8％）をはじめ、各項目とも総じて減少している。
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（３）対ドル円相場：2005年9月末値
図表５ ＜参考＞2005年3月末 106.97円／ドル

  2005年5月17日　107.17 円／ドル
回答数251人   (回答比：％)

今回 0.0 0.0 19.9 68.9 10.4 0.8 0.0 0.0 0.0
前回 0.0 3.2 48.0 39.7 6.9 1.1 0.4 0.7 0.0

（４）日経平均株価（東証・225種）：2005年9月末値

図表６ ＜参考＞2004年3月末終値　11,668.95円
2005年5月17日終値　10,825.39円
回答数251人   (回答比：％)

今回 0.0 0.0 0.0 8.8 57.8 30.7 2.4 0.4 0.0
前回 0.0 0.0 0.0 5.4 40.6 46.0 6.5 1.1 0.4

（５）東証株価指数（TOPIX、東証一部・総合）：2005年9月末値
図表７ ＜参考＞2005年3月末  1,182.18

2005年5月17日　1,111.81
回答数249人   (回答比：％)

800未満   800台   900台 1,000台 1,100台 1,200台 1,300台 1,400台 1,500以上

今回 0.0 0.0 0.0 5.6 62.2 30.1 2.0 0.0 0.0
前回 0.0 0.0 0.0 5.8 43.6 44.0 5.5 0.7 0.4

 8,000円未
満

 8,000円
台

 12,000円
台

 14,000円
台

 15,000円
以上

 11,000円
台

 13,000円
台

130円以上105円以上
110円未満

125円以上
130円未満

110円以上
115円未満

 9,000円
台

 10,000円
台

95円未満 95円以上
100円未満

100円以上
105円未満

115円以上
120円未満

120円以上
125円未満

2005年９月末の円ドル相場、日経平均株価、東証株価指数（TOPIX）の予想について

「105円以上110円未満」が69％で最多、「100円以上105円未満」が20％と続いている。前回よりやや円
安の予想が増加している。
日経平均株価は、11,000円台が58％で最多となり、前回の見通しレンジよりやや下方にシフトしている。
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Ⅱ．企業業績、設備投資等
１．貴社の業績についてお伺いします。下表から該当する番号をお選び下さい。

図表８(1)
全体
<見込み> 【売上高】 増収 横這い 減収 （回答比％）

2005年4-6月期見込み 42.7 42.7 14.5
前回予想 48.0 42.4 9.6
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年4-6月期見込み 41.6 42.5 15.8
前回予想 47.7 40.9 11.4

<予想> 【売上高】 増収 横這い 減収
2005年7-9月期予想 41.2 48.9 9.9
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年7-9月期予想 40.9 45.9 13.2

図表８(2)
製造業
<見込み> 【売上高】 増収 横這い 減収 （回答比％）

2005年4-6月期見込み 44.2 40.0 15.8
前回予想 56.7 38.1 5.2
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年4-6月期見込み 41.6 38.2 20.2
前回予想 56.4 33 10.6

<予想> 【売上高】 増収 横這い 減収
2005年7-9月期予想 41.1 47.4 11.6 .
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年7-9月期予想 43.3 42.2 14.4

図表８(3)
非製造業
<見込み> 【売上高】 増収 横這い 減収 （回答比％）

2005年4-6月期見込み 41.7 44.6 13.7
前回予想 42.5 45.1 12.4
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年4-6月期見込み 41.7 45.5 12.9
前回予想 42.0 46.2 11.9

<予想> 【売上高】 増収 横這い 減収
2005年7-9月期予想 41.3 50.0 8.7
【経常利益】 増益 横這い 減益
2005年7-9月期予想 39.2 48.5 12.3

（注）いずれも前年同期比

＜全体＞
2005年4-6月見込み 　売上「増収」と「横這い」が同率（43%）、利益「横這い」（43％）が最多。
2005年7-9月予想　　　売上「横這い」（49％）、利益「横這い」（46％）が最多。
＜業種別＞
製造業は、今期は「増収」「増益」（来期は「横這い」「増益」）が多いが、非製造業は、今期、来期
とも「横這い」が「増収」「増益」を上回っている。
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２．貴社の設備投資計画（2005年度）についてお伺いします。
（１）国内の設備投資計画額(2005年度)は2004年度比でどのようにするご予定でしょうか。

図表９

（２）「(1)」で「増額」および「横ばい」をお選び頂いた方に伺います。
増額の主な項目をお選び下さい。(複数回答可)

または
「(1)」で「横ばい」および「減額」をお選び頂いた方に伺います。
減額の主な項目をお選び下さい。(複数回答可)

図表１０
変更項目   (回答比：％)

○増額

製造業（回答数88人） 61.4 18.2 34.1 38.6 8.0

非製造業（回答数121人） 44.6 30.6 21.5 42.1 5.0

●減額

製造業（回答数30人） 40.0 23.3 20.0 33.3 10.0

非製造業（回答数52人） 19.2 23.1 23.1 36.5 15.4

その他能力増強
投資

維持・補
修・更新
等の投資

新規事業
投資

省エネ・合
理化・省
力化投資

製造業、非製造業とも「増額」が最多（55％、44％）。
前回と比べ、製造業、非製造業とも「増額」が増加している（製造：46％→55％、非製
造：35％→44％）。

○増額項目
製造業は「能力増強投資」（61％）が多い。非製造業は「能力増強投資」（45％）、「維持･補修・更新等
の投資」（42％）が多い。
「その他」には、研究設備、環境投資、サービス事業など。

●減額項目
製造業は「能力増強投資」（40％）の減額が多い。非製造業は「維持・補修・更新等の投資」（37％）の
減額が多い。

54.8

33.7

11.5

44.1 42.7

13.3

0

10

20

30

40

50

60

製造業（回答数104人） 非製造業（回答数143人）

前回 （45.5%)　　(35.1%) (40.5%)　　(50.0%) ( 6.1%)　　(14.9%)

2004年度並み 減額増額

(%)
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３．貴社の雇用の状況についてお伺いします。現状の雇用人員をどのようにお考えでしょうか
（１）全体として，雇用人員は

図表１１

（回答比％）
調査時点 2004/6 2004/9 2004/12 2005/3 2005/6

過剰 21.1 20.0 22.4 19.5 16.0
適正である 66.4 63.6 64.3 60.7 62.8
不足 12.5 16.4 13.3 19.9 21.2
過剰 25.5 26.2 22.2 26.9 15.5
適正である 64.7 65.4 68.5 57.7 71.8
不足 9.8 8.4 9.3 15.4 12.6
過剰 18.4 16.7 22.5 14.7 16.3
適正である 67.5 62.6 61.8 62.6 56.5
不足 14.1 20.7 15.7 22.7 27.2

（２）不足している雇用人員は（2つまで）

図表１２

非製造業

全　体

製造業

全体では「過剰」(20％→16％)が減少し、「不足」（20％→21％）がやや増加した。
製造業は「過剰」（27％→16％）が減少し、非製造業は「不足」（23％→27％）が増加した。

16.3 56.5 27.2

15.5 71.8 12.6

16.0 62.8 21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

非製造業

製造業

全体

過剰 適正である 不足

回答数：製造業＝103人

回答数：非製造業＝147人

回答数：全体＝250人

製造業、非製造業とも「技術者・専門技能者」（77％、51％）の不足が最も多くなっており、製造業
では「部課長等管理職」（16％）が、非製造業では「営業専門職」（30％）がそれに続いた。

10.9

15.6

14.1

76.6

9.4

4.7

3.1

6.7

20.2

18.0

50.6

30.3

5.6

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

製造業(回答数64人)

非製造業(回答数89人)

(%)

経営者

部課長等管理職

一般社員、工員等

技術者・専門技能者

営業専門職（歩合、請負等）

アシスタント（派遣、パート、ア
ルバイト等）

その他
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Ⅲ．トピックス

（1）仕入れ価格の上昇の影響

図表１３

参考：前回調査時（2004/9）との対比

（2）価格転嫁の実施状況（(1)で[仕入れ価格の上昇の影響はない]以外の回答をされた方にお尋ねします。）

図表１４ 参考：前回調査時（2004/9）との対比

26.2

43.7

25.2

4.9

12.0

24.8

31.2

32.0

0 10 20 30 40 50

製造業（回答
数103人）

非製造業（回
答数125人）

(%)

１． 企業物価上昇と価格転嫁について
　　現在、原油価格の高騰が続いており、原材料の高騰により企業物価が上昇する一方、消費者物価
　　は依然としてマイナスが継続しております。

既に経営へ影響が出
ているが、今のところ
影響はそれほど大き
くはない

既に経営へ影響が
出ており、影響も大き
い

現状は問題が顕在化
していないが、懸念を
持っている

仕入れ価格の上昇の
影響はない

5.2

74.0

18.8

2.1

6.0

65.1

25.3

3.6

0 20 40 60 80

製造業（回答数96
人）

非製造業（回答数
83人）

既に価格転嫁を実施
済みであり、仕入れ
価格上昇を吸収でき
ている

価格転嫁は十分でき
ていないが、他の企
業努力もあわせ、仕
入価格上昇は吸収
できている

価格転嫁が十分でき
ていないため、利益
が減少している

販売価格はむしろ低
下しており、大幅な
減益が避けられない

(%)

0 20 40 60

既に経営に影響が出
ている

現状は問題が顕在化
していないが、懸念
を持っている

仕入れ価格の上昇の
影響はない

前回（全
体）

今回（全
体）

0 20 40 60 80

既に価格転嫁を実施済みで

あり、仕入れ価格上昇を吸

収できている

価格転嫁は十分できていな

いが、他の企業努力もあわ

せ、仕入価格上昇は吸収で

きている

価格転嫁が十分できていな

いため、利益が減少してい

る

販売価格はむしろ低下して

おり、大幅な減益が避けら

れない

前回（全
体）

今回（全
体）

製造業では、「既に経営へ影響が出ているが、今のところ影響はそれほど大きくはない」(44％)に
「既に経営へ影響が出ており、影響も大きい」（26％）が続き、これらを合わせると７割の企業で既
に影響が出ている。一方、非製造業では、「仕入れ価格の上昇の影響はない」（32％）と「現状は
問題が顕在化していないが、懸念を持っている」（31％）がほぼ同じとなった。前回調査時に比べ
既に経営に影響が出ている企業が増加している。

製造業、非製造業とも「価格転嫁は十分できていないが、他の企業努力もあわせ、仕入価格上
昇は吸収できている」が最も多い（74％、65％）。
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（3）価格転嫁の見通し（(2)で[既に価格転嫁を実施済みであり、仕入れ価格上昇を吸収できている]以外の回答
                           をされた方にお尋ねします。）

図表１５

（4）仕入れ価格上昇で最も深刻な要素は（(1)で[仕入れ価格の上昇の影響はない]以外の回答をされた方
                                                     にお尋ねします。）

図表１６

参考：前回調査時（2004/9）との対比

19.1

49.4

13.5

18.0

24.7

54.1

15.3

5.9

0 10 20 30 40 50 60

製造業（回答数89人）

非製造業（回答数85人）

価格転嫁は考えていない(また
は必要がない)

価格転嫁をしたいが、市場の
競争激化等から価格転嫁がで
きない

今のところ価格転嫁は考えな
い（必要がない）が、仕入れ価
格がさらに上昇する場合に
は、価格転嫁を実施する見込

価格転嫁を実施する予定

45.7

38.0

9.8

3.3

3.3

31.6

30.4

13.9

12.7

11.4

0 10 20 30 40 50

製造業（回答数92
人）

非製造業（回答数
79人）

原油などの原
材料

鉄鋼など加工
原材料

輸送コスト

人件費

その他

(%)

(%)

0 10 20 30 40 50

原油などの原材料

鉄鋼など加工原材料

輸送コスト

人件費

その他

前回（全
体）

今回（全
体）

製造業、非製造業とも「価格転嫁をしたいが、市場の競争激化等から価格転嫁ができない」が最
も多い（49％、54％）。

製造業、非製造業とも「原油などの原材料」が最も多く（32％、46％）、「鉄鋼など加工原材料」が
続いている（30％、38％）。
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２．企業経営上の課題について

図表１７

（1）今後の企業経営の取組み課題を考えていく上で、特に注視している経営環境について、
　　次の選択肢の中からお選び下さい（４つまで）。

39.4

52.9

55.8

26.0

51.0

30.8

25.0

10.6

36.5

23.1

15.4

1.9

46.3

29.9

25.9

46.3

23.1

27.9

32.0

42.2

20.4

27.9

25.9

2.0

0 10 20 30 40 50 60

製造業（回答数104人）

非製造業（回答数147人）

企業の社会的責任意識の高
まり

グローバルな競争の激化

原材料の価格高騰（および
価格転嫁可能性）

消費者・ユーザーの嗜好の
変化・多様化

海外（米国、中国等）の景気
動向

近隣諸国（中国、韓国等）と
の緊張の高まり

少子高齢化の進展

構造改革、規制改革の進展

環境問題への関心の高まり

敵対的買収を含むM&Aの活
発化

国内物価低迷（デフレ）とそ
の回復

その他

(%)

製造業では、「原材料の価格高騰」（56％）が最も多く、「グローバルな競争の激化」（53％）、「海
外の景気動向」（51％）が続く。また、「企業の社会的責任」や「環境問題」への関心も高い。非製
造業では、「企業の社会的責任意識の高まり」と「消費者・ユーザーの嗜好の変化・多様化」が同
じで最も多く（46％）、「構造改革、規制改革の進展」(42％）が続いている。
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図表１８

（2）今後の企業経営上、特に重要と考えられる課題について、次の選択肢の中からお選び下さい
　　（４つまで）。

74.3

28.6

43.8

28.6

27.6

44.8

27.6

26.7

15.2

14.3

10.5

19

1.9

3.8

58.4

55.7

36.9

36.9

29.5

14.8

24.8

17.4

20.1

20.1

22.1

15.4

4.7

3.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

製造業（回答数105人）

非製造業（回答数149人）

新技術・商品・サービスの
開発

コンプライアンス、情報管理
等内部管理体制の強化

安全対策・品質管理

国内事業の拡大

CSR（企業の社会的責任）
対応

海外事業の拡大

既存事業の見直し（縮小・
撤退等）

環境問題への対応

人員削減等によるコスト削
減

取締役会強化等コーポ
レートガバナンスの強化

株価対策・IR

企業買収の検討・実施

買収防止策の検討

その他

(%)

製造業、非製造業とも「新技術・商品・サービスの開発」が最も多い（74％、58％）。製造業では、
これに「海外事業の拡大」（45％）、「安全対策・品質管理」（44％）が続き、非製造業では、「コン
プライアンス、情報管理等内部管理体制の強化」（55％）が続いている。
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図表１９

（3）昨今、敵対的企業買収の事例も契機となり、企業経営上、株主や株式市場から見た企業価値へ
　　の関心が高まっております。企業価値向上のためには、収益力向上が基本ですが、その他に特に
　　必要と考えられる対策について、次の選択肢の中からお選び下さい（４つまで）。

48.1

48.1

33.7

41.3

44.2

30.8

23.1

28.8

18.3

12.5

7.7

5.8

43.9

37.2

43.9

35.8

32.4

41.2

30.4

19.6

17.6

14.2

10.8

3.4

0 10 20 30 40 50 60

製造業（回答数104人）

非製造業（回答数148人）

環境問題・CSR（企業の社
会的責任）への対応

一層のコスト削減

売上規模の一層の拡大

増配、自社株買い等株主還
元

バランスシートのスリム化・最
適化

IR活動の充実

取締役会機能の強化等
コーポレートガバナンスの
充実

戦略的合併・買収

適切な買収防止策の検討・
整備

個人株主の増加

株式持合い等安定株主対
策

その他

(%)

製造業、非製造業とも「環境問題・CSRへの対応」が最も多い（48％、44％）。製造業ではそれと
「一層のコスト削減」が同じで、「バランスシートのスリム化・最適化」（44％）が続く。非製造業では
それと「売上規模の一層の拡大」が同じで、「IR活動の充実」（41％）が続く。
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図表２０

３．日本２１世紀ビジョンについて
先頃、経済財政諮問会議より人口減少時代の日本の将来像に関して「日本２１世紀ビジョン」が
公表され、将来像の実現に向け「採るべき具体的行動」が示されています。同ビジョンに対して
は、「想定する成長率が楽観的に過ぎる」、「内容面でも総花的」などの指摘もありますが、ビジョ
ンで掲げられた具体的行動項目（下記①～⑱まで計18項目）のうち、わが国の将来像を考える
上で優先度・緊急性が特に高いと考えられるものをお選び下さい（全体で６つまで）。

64.3

45.1

29.8

27.1

19.6

56.9

51.8

20.4

16.9

13.7

8.2

5.1

74.5

47.8

32.9

18.0

3.9

2.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

(%)
人間力を高める教育を築く

知的基盤を確立し、イノベーション
を広げる

専門的知見・語学力・交渉力に優
れた人材を育成

財・人・資本の円滑な流れを確保す
る

地球的規模の課題の解決に主導的
な役割を果たす

○
 
開
か
れ
た
文
化
創
造
国
家

安心して子育てができる環境の整
備

多様な働き方を可能とする労働市
場の整備

健康維持と病気の予防に重点化

生活サービス提供者の多様化のた
めの制度・規制改革

住民・企業・行政のパートナーシッ
プに基づく地域の課題への取組

格差の固定化を防ぐ

生涯二転職四学習が可能となる制
度設計

○
 

「
時
持
ち

」
が
楽
し
む

「
健
康
寿
命
8
0
歳

」

官の効率化

社会保障制度の持続可能性の向
上

明確な財政運営ルールや目標

地域主権を確立する

公益活動に対し一定範囲で税金の
使途を割り当てる公的助成制度

社会投資ファンドの活用

○
 
豊
か
な
公
・
小
さ
な
官

回答数　全体＝255人

「官の効率化」が75％と最も多く、「人間力を高める教育を築く」（64％）、「安心して子育てができ
る環境の整備」（57％）、「多様な働き方を可能とする労働市場の整備」（52％)までが過半数以上
となった。「社会保障制度の持続可能性の向上」（48％）、「知的基盤を確立し、イノベーションを
広げる」（45％）がそれに続いている。
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－回答者業種分類－ －回答者ブロック別分類－
製造業 105人 （社）経済同友会 198人

食品 16 各地経済同友会代表幹事計   58人
繊維･紙 5 北海道・東北 9
化学製品 21 関東 7
鉄鋼・金属製品 5 中部・北陸 9
機械・精密機器 7 近畿 8
電気機器 26 中国・四国 14
輸送用機器 9 九州・沖縄 11
その他製品・製造 16 回答者総数 256人

非製造業 151人
建設 15
商業 21
銀行 19
その他金融 14
証券 4
保険 8
不動産 10
運輸・倉庫 15
情報・通信 17
電力・ガス 3
サービス（コンサルティング、研究所） 6
サービス（法律・会計・教育・医療など） 3
サービス（ホテル業、エンターテインメント） 4
サービス（広告） 3
サービス（その他） 9
その他 0

回答者総数 256人
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